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研究成果の概要（和文）： 地域公共交通や店舗等の撤退により、食料品や日用品、医療サービスなどの調達が
困難になった地域や市民への施策が課題である。個人による物やサービスの調達方法は多様であるが、持続的な
調達を保障するためには、モビリティの確保と、宅配や移動販売などの生活支援サービスとを一体に捉え、双方
の連携や補完の可能性を明らかにすることが有効である。
 本研究では、東日本大震災や東京電力福島第一原子力発電所事故の被災地を主な対象として、個人の居住（避
難）環境や身体属性による外出状況の違いや移動手段の提供による活動機会の変化を計測するとともに、生活支
援サービスによる活動の代替／補完可能性を検討した。

研究成果の概要（英文）： It is the problem to make policy for people difficult to procure food and 
daily necessities by abolishing local public transport or stores. There are several kinds of methods
 for procuring goods or services by individuals, but it is important to consider the possibility of 
cooperation or supplement between mobility and life support services, such as grocery trucks and 
home deliveries, in order to provide these services continually.
 This study focused on the possibility of alternative or supplement between mobility and life 
support services, and the policy or method for providing these services in afflicted areas of the 
Great East Japan Earthquake or the accident of TEPCO Fukushima Daiichi Nuclear Power Station.

研究分野：地域交通計画

キーワード： モビリティ　地域公共交通　生活支援サービス　東日本大震災　原発事故　活動評価インベントリ
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 近年、地域公共交通の衰退や店舗等の撤退
などにより、食料品や日用品、医療サービス
などの調達が困難になった地域や市民に対
する施策が課題となっている。個人による物
やサービスの調達方法は多様だが、自らが移
動することでこれらの調達を可能にするモ
ビリティの確保は、宅配や在宅医療サービス
といった生活支援サービスと比較して、地域
住民の包括的な生活保障にどう貢献してい
るかを示すことが今後の地域交通政策にお
いて重要な視座になると考えられる。 
わが国の地域公共交通（とりわけ乗合バス
事業）は、交通事業者の独立採算原則に基づ
く収益事業として維持することが困難にな
り、今日では、市民を交えた協議会や市町村
が運営する公益事業へと転換しつつある。特
に、地域公共交通活性化・再生法（2007 年）
が施行されたことにより、多くの市町村で地
域公共交通に関する計画が策定され、地方公
共団体が地域公共交通の確保維持や改善に
公共政策として取り組む事例も増えてきた。
こうした背景から、近年では、地域社会が保
障すべき生活交通のサービス水準を理論的
に導出する研究が進められている。しかし、
これまでの研究は、買物や通院といった、市
民自らが移動することで達成される生活活
動に着目した理論構築に止まっており、移動
販売などの代替的なサービス提供手段を含
めた検討は、ほとんど行われてこなかった。 
東日本大震災や東京電力福島第一原子力
発電所事故（以下、原発事故）の被災地では
防災集落移転事業や復興拠点構想により、数
十から数百世帯で集住する地域が新たに発
生することが見込まれるが、小規模分散型の
地域で新たなモビリティを設定しようとす
る場合、能率的なサービス提供をすることが
困難になりやすい。そのため、日常社会生活
に必需な物やサービスの調達を持続的に保
障するためには、移動販売などの生活支援サ
ービスの提供を合わせて考えることが有効
になると考えられる。しかし、物やサービス
を調達する「帰結」が同じであっても、調達
方法が異なることにより、個人や地域社会に
与えるベネフィットには違いが生じると考
えられ、自らが移動して物やサービスを調達
する活動を生活支援サービスがどの程度、代
替／補完するかを示すことが求められる。一
方で、生活支援サービスも担い手の有無や事
業採算性を理由に、持続的な提供が担保され
ているわけではない。したがって、モビリテ
ィと生活支援サービスの提供を連携させた
生活保障施策を提案することが有益になる
と考えられる。 
 
２．研究の目的 
本研究では、東日本大震災や原発事故の被
災地を主たるケーススタディとして、以下の
２点を明らかにすることを目的とする。 
第一の目的は、物やサービスの調達方式の

違いによるベネフィットの差を示すことで、
生活支援サービスによる活動の代替／補完
可能性を明らかにすることである。震災・原
発事故の被災地における居住者を対象にし
た調査を行い、①日常社会生活を営むうえで
必需となる買物（品目別）や通院、地域活動
への参加といった活動評価インベントリ（目
録）を作成し、各活動の達成状況や実施能力
が居住環境や個人の身体特性とどう関連す
るかを分析する。そのうえで、②自らが移動
して物やサービスを調達する活動を生活支
援サービスがどの程度、代替／補完し得るか
について考察する。 
 第二の目的は、モビリティと生活支援サー
ビスが連携した生活保障施策を提案するこ
とである。①調査対象地域で生活支援サービ
スを提供している商店等のメリットや課題
を調査するとともに、②生活支援サービスの
経営が成立し得る諸条件を供給サイドから
アプローチする。そして、③地域公共交通の
各種モード（路線バス、デマンド交通（DRT；
Demand Responsive Transport；利用者の事
前予約に応じてルートやダイヤを変えて運
行する乗合交通）など）の導入適性が高まる
諸条件と比較し、モビリティと生活支援サー
ビスの連携可能性について考察する。 
 
３．研究の方法 
(1) 市民生活を営むうえで欠かせない諸活
動のうち、とりわけ買物行動に着目して、調
達方法の違いによる活動の達成可能性につ
いて考察を試みた。具体的には、路線バス運
賃の低廉化施策を行っている青森県八戸圏
域を対象に、移動にかかる経済的な負担が軽
減されることによる居住者の外出機会や生
活支援サービスの利用に関する変化を定量
的に分析し、日常生活活動に対する達成可能
性の評価インベントリ（活動評価インベント
リ）を作成した。 
 
(2) 原発事故に伴う避難指示区域を抱える
福島県南相馬市を対象に、3,100 世帯（有効
回答者数 1,599 人）のアンケート調査を行っ
た。原発事故以前と比較した交通行動の変化
に加え、食料品の買物目的に焦点を絞り、目
的地や利用交通手段、調達方法の変化につい
て質問した。また、同様の設問構成に基づく
アンケート調査を山形市でも実施し、原発事
故による活動変化の特徴について明らかに
したほか、会津若松市に避難中の福島県大熊
町民（約 200 世帯 330 人）も対象とし、避難
形態の違いによる交通行動や活動機会の特
徴についても明らかにした。 
 
(3) 上記に加え、原発事故による避難指示区
域を抱えた市町村（福島県内 12 市町村）の
居住者や避難者、帰還者を対象にした「活動
評価インベントリ」に基づくアンケート調査
を実施し、原発避難市町村に特有の活動機会
の制約状況や生活支援サービスの利用実態



を明らかにした。また、(2)に挙げた南相馬
市と大熊町では、複数回調査を実施したこと
から、経年による活動機会の変化を計測した。 
 
(4) 食料品や日用品の移動販売を行う民間
企業へのヒアリングと現地調査を行い、移動
販売のマーケットや運営形態（①商店が自ら
マネジメント手法を検討し、②自社で移動販
売事業を手掛ける形態、全国に移動販売のマ
ネジメントを展開する企業と連携した形態）
に着目し、供給サイドの課題について整理し
た。 
 
(5) 地域公共交通の供給サイドに着目し、鉄
道や路線バスといった基幹的な公共交通網
を有機的に補完する「小さな交通」の導入可
能性とそれに伴う地域住民の活動機会の変
化を福島県白河市と埼玉県秩父地域におけ
る実証分析に基づき検討した。また、福島県
内で整備が進められている除染廃棄物等の
中間貯蔵施設への輸送に関わる交通運用に
ついて、課題把握とシミュレーションを行い、
生活交通や地域交通に与えうる影響も検討
した。 
 
(6) 最終年度には、上記の研究成果をとりま
とめた。 
 
４．研究成果 
(1) バス運賃低廉化による活動機会の変化 

青森県八戸圏域では、路線バス運賃の低廉
化施策が 2011 年 10 月 1日に開始された。そ
こで、運賃低廉化の実施前（2011 年 8～9月）
と実施後（2012 年 7～9月、2013 年 8～9月）
の計 3 回実施した路線バス OD 調査結果をも
とに、各停留所の目的別日乗車人員を被説明
変数とした需要関数を設定し（(1)式）、パラ
メータを重回帰分析により推定した。 

 (1) 
Yi；停留所 iにおける目的別日乗車人員（人） 
X1，X2，…：説明変数 
α, β：パラメータ 
i：停留所（i＝1～461） 
t：調査時点（実施前=0，一年目=1，二年目＝2） 
m：活動目的（通学＝1，自由目的＝2） 
対象とした停留所数は、八戸市内の 461 箇
所（分析対象とした停留所は、各活動目的の
乗客数が 10 人／日以上に限定）である。ま
た、モデルで考慮した説明変数は表 1のとお
りであり、集客施設への空間的アクセシビリ
ティは、八戸市内の高校、病院のほか、延床
面積1,000㎡以上の大型小売店を対象にそれ
ぞれ指標を設定した。式(2)は、対象とする
集客施設 f（すなわち、高校、病院、大型小
売店）に関する停留所 i の空間的アクセシビ
リティ Af

iを定式化したものである。対象施設
は、すべて八戸市内に立地しており、施設の
魅力度については、高校は生徒数、病院は病
床数、大型小売店は延床面積を用いた。また、
距離抵抗 Rijに関しては、停留所 iと集客施設

j と の 間 の 直 線 距 離 を GIS ソ フ ト
（ArcGIS10.2）により求めた。なお、モデル
の説明変数として用いたのは、各停留所にお
けるアクセシビリティ比 ARf

iであり、当該停
留所の Af

i を全ての停留所における空間的ア
クセシビリティ最大値 Af

maxで除することに
よって求められる（式(3)）。なお、距離抵抗
Rijに関するパラメータ γは、0.1≦γ≦2.0 の区
間で 0.1 ずつ変化させ、被説明変数と ARf

iの
単相関が最も高くなる γを停留所乗車人員説
明モデルの指標値とした。各モデルにおける
γの値は、表 2に示したとおりである。 

  (2) 

  (3) 

表 1 分析で用いた説明変数の概要 

通学目的 自由目的
β10 運賃（実施前）
β11 運賃（一年後）
β12 運賃（二年後）
β20 便数（実施前）
β21 便数（一年後）
β22 便数（二年後）
β30 高校AC*（実施前）
β31 高校AC*（一年後） （用いない）
β32 高校AC*（二年後）
β40 大型店AC*（実施前）

β41 大型店AC*（一年後） （用いない）
β42 大型店AC*（二年後）

β50 病院AC*（実施前）
β51 病院AC*（一年後） （用いない）
β52 病院AC*（二年後）
DS 駅結節点ダミー

（注）各利用者の乗車距離は、八戸市交通部の運賃算定式をもとに推計した。なお、
従来運賃130円（初乗り）の乗車距離は1.5kmとして考えた。

*ACは、空間アクセシビリティ
八戸駅と本八戸駅=1、それ以外の停留所=0

変数
変数の概要

当該停留所から乗車した利用者個々のキロあた
り支払運賃（注）の平均値を求め、対数変換した
もの

当該停留所の便数を対数変換したもの（片道を1
回としてカウント）。八戸市交通部と南部バスの便
数のみを集計

八戸市内の高校、高専
の生徒数から算出

八戸市内の大型小売店
舗の延床面積から算出

八戸市内の病院の病床
数から算出

 

表 2 距離抵抗のパラメータ値

β30 高校AC*（実施前） 1.5 ( 0.42 ) 0.9 ( 0.56 ) 1.8 ( 0.41 )
β31 高校AC*（一年後） 1.3 ( 0.37 ) 1.1 ( 0.49 ) 2.0 ( 0.33 )
β32 高校AC*（二年後） 0.9 ( 0.33 ) 1.2 ( 0.52 ) 1.1 ( 0.26 )
β40 大型店AC*（実施前） 1.3 ( 0.48 ) 1.2 ( 0.50 ) 0.8 ( 0.49 )
β41 大型店AC*（一年後） 0.8 ( 0.36 ) 0.7 ( 0.35 ) 0.7 ( 0.54 )
β42 大型店AC*（二年後） 0.9 ( 0.38 ) 0.9 ( 0.28 ) 0.4 ( 0.47 )
β50 病院AC*（実施前） 1.0 ( 0.14 ) 0.2 ( 0.17 ) 0.1 ( 0.18 )
β51 病院AC*（一年後） 1.0 ( 0.23 ) 0.3 ( 0.25 ) 0.2 ( 0.23 )
β52 病院AC*（二年後） 0.3 ( 0.24 ) 0.3 ( 0.24 ) 0.1 ( 0.19 )

*ACは、空間アクセシビリティ

幹線軸
変数

パラメータ値　(被説明変数との単相関 r)
全数 幹線軸以外

 
 表 3 は、(1)式のパラメータ推定を行った
結果を活動目的別に示したものである。その
結果、両目的ともに、運賃低廉化の実施一年
後は、需要の運賃弾力性が-1.294～-1.146 と
なり、弾力的であることが示された。一方、
二年後も-0.653～-0.532 の間となったが、弾
力性は低くなっている。 
 青森県八戸市では、高頻度に運行されるバ
ス路線の幹線軸（平日昼間時 2～6 往復／時
が計画的に定められている。表 4は通学、表
5 は自由目的を対象として、幹線軸の停留所
で乗降が完結したバストリップ（表中の「幹
線軸」）と、その他のバストリップ（表中の
「幹線軸以外」）とに分け、同じようにパラメ
ータ推計を行った結果表である。通学目的に
関しては、幹線軸において需要の運賃弾力性



が-1.601～-0.940 と高くなっており、弾力的
である半面、幹線軸以外では、パラメータが
正の数になっており、運賃低廉化による需要
の増進が限定的であることが示された。一方、
自由目的では、幹線軸以外でも運賃に対して
需要が弾力的である一方、実施二年後におい
てもなお弾力的であるのは、幹線軸以外の利
用であることが分かった。 
このことから、運賃低廉化による公共交通
需要の弾力性は、活動目的別や路線の素性に
よっても異なることが確認された。 
表 3 活動目的別パラメータ推定結果 

β10 運賃（実施前） 0.406 ( 0.45   ) -1.352 ( 1.75 + )
β11 運賃（一年後） -1.146 ( 2.16 * ) -1.294 ( 3.11 ** )
β12 運賃（二年後） -0.532 ( 1.13   ) -0.653 ( 1.86 + )
β20 便数（実施前） 0.450 ( 3.39 ** ) 0.514 ( 3.79 ** )
β21 便数（一年後） 0.424 ( 3.78 ** ) 0.572 ( 4.88 ** )
β22 便数（二年後） 0.411 ( 3.71 ** ) 0.547 ( 5.68 ** )
β30 高校AC*（実施前） 2.461 ( 5.04 ** )
β31 高校AC*（一年後） 1.956 ( 4.25 ** )
β32 高校AC*（二年後） 1.194 ( 2.97 ** )
β40 大型店AC*（実施前） 2.301 ( 4.31 ** )
β41 大型店AC*（一年後） 1.564 ( 3.58 ** )
β42 大型店AC*（二年後） 1.626 ( 4.24 ** )
β50 病院AC*（実施前） 1.236 ( 1.67 + )
β51 病院AC*（一年後） 1.972 ( 2.71 ** )
β52 病院AC*（二年後） 1.182 ( 1.26 )
DS 駅結節点ダミー 1.841 ( 6.14 ** ) 1.713 ( 6.69 ** )

推定値　(t値)
自由目的

変数

*ACは、空間アクセシビリティ。**1%有意　*5%有意　+10%有意

R2

N 272
0.367

通学目的

0.468
317

 
表4 パラメータ推定結果（通学目的） 

β10 運賃（実施前） -2.035 ( 2.07 * ) 1.881 ( 1.59   )
β11 運賃（一年後） -0.940 ( 1.86 + ) 0.235 ( 0.33 )
β12 運賃（二年後） -1.601 ( 3.39 ** ) 0.828 ( 1.39   )
β20 便数（実施前） 0.486 ( 2.27 * ) 0.103 ( 0.58 )
β21 便数（一年後） 0.456 ( 2.52 * ) 0.164 ( 1.23 )
β22 便数（二年後） 0.584 ( 3.60 ** ) 0.149 ( 1.16 )
β30 高校AC*（実施前） 2.310 ( 2.15 * ) 2.299 ( 3.93 ** )
β31 高校AC*（一年後） 1.889 ( 1.91 + ) 2.021 ( 3.53 ** )
β32 高校AC*（二年後） 2.628 ( 2.98 ** ) 1.165 ( 2.80 ** )
DS 駅結節点ダミー 0.815 ( 3.25 ** ) 1.856 ( 5.89 ** )
DT ターミナルダミー 1.992 ( 4.46 ** )

N 125 173
*ACは、空間アクセシビリティ。**1%有意　*5%有意　+10%有意

変数
推定値　(t値)

幹線軸（通学） 幹線軸以外（通学）

R2 0.501 0.375

 
表5 パラメータ推定結果（自由目的） 

β10 運賃（実施前） -0.843 ( 0.77   ) -1.812 ( 2.13 * )
β11 運賃（一年後） -1.667 ( 2.78 ** ) -0.993 ( 2.21 * )
β12 運賃（二年後） -0.756 ( 1.52   ) -1.229 ( 3.10 ** )
β20 便数（実施前） 0.329 ( 1.73 + ) 0.463 ( 2.28 * )
β21 便数（一年後） 0.452 ( 2.68 ** ) 0.616 ( 3.79 ** )
β22 便数（二年後） 0.489 ( 3.60 ** ) 0.348 ( 3.08 ** )
β40 大型店AC*（実施前） 1.996 ( 3.50 ** ) 0.781 ( 1.53 )
β41 大型店AC*（一年後） 1.577 ( 2.94 ** ) 1.129 ( 2.24 * )
β42 大型店AC*（二年後） 1.054 ( 2.31 * ) 1.866 ( 3.65 ** )
β50 病院AC*（実施前） 1.398 ( 0.47 ) 2.517 ( 0.55 )
β51 病院AC*（一年後） 2.865 ( 1.78 + ) 0.642 ( 0.29 )
β52 病院AC*（二年後） 2.116 ( 1.33 ) 5.567 ( 1.43 )
DS 駅結節点ダミー 1.613 ( 5.61 ** )
DT ターミナルダミー 0.997 ( 3.31 ** )

N 192 135
*ACは、空間アクセシビリティ。**1%有意　*5%有意　+10%有意

変数
推定値　(t値)

幹線軸（自由目的） 幹線軸以外（自由目的）

R2 0.421 0.609

 
 
(2) 原発事故後の外出環境の変化と生活支
援サービスによる補完可能性 
南相馬市民を対象に実施したアンケート
調査（2015年7月に実施、有効回答者数1,599
人）では、回答者自身の原発事故以前からの

外出環境の変化を調査したが、自動車運転免
許の保有有無を問わず「行きたい場所が少な
くなった」とする回答が多かった（表6）。運
転免許を保有していない層は、「外出頻度が
減少した」「送迎に頼るようになった」「外出
がおっくうになった」と回答する割合が免許
のある層に比べて高く、χ2検定による有意差
が認められた（p=0.00）。一方、運転免許の
ある層は、原発事故後に「自家用車を運転す
るようになった」「外出頻度が増えた」と回
答する割合が免許のない層に比べて有意に
高く（p=0.00）、原発事故を契機に、自動車
運転免許の有無による外出機会の差が拡が
っていることが読み取れる。 
表 6 原発事故以前からの外出環境の変化 

あり なし※
外出頻度が減少した 35.5% 59.2% 0.00 **
外出頻度が増えた 19.5% 4.5% 0.00 **
自家用車を運転できなくなった 2.1% 8.6% 0.00 **
自家用車を運転するようになった 16.7% 0.4% 0.00 **
家族や知人等の送迎に頼れなくなった 2.0% 8.2% 0.00 **
家族や知人等の送迎に頼るようになった 3.5% 38.0% 0.00 **
行きたい場所が少なくなった 40.0% 38.0% 0.54
行きたい場所が増えた 6.6% 2.4% 0.01 *
一ヶ月の交通費が少なく済むようになった 3.9% 3.3% 0.62
一ヶ月の交通費が多くかかるようになった 22.5% 15.1% 0.01 **
外出がおっくうになった 25.8% 44.1% 0.00 **
外出したいと思うようになった 7.6% 3.7% 0.03 *
特に変化していない 22.0% 15.9% 0.03 *

n= 1,224 245
※原付・二輪免許保有者を除く

**p<0.01，*p<0.05

項目
自動車免許保有

p値

 
 次に、原発事故以前からの活動機会の変化
について、食料品の買物を対象に質問した結
果が表7である。自動車運転免許のない層で
は「買物に出かける頻度が減った」「誰かに
買ってきてもらうことが増えた」「行きたい
店に行けなくなった」「誰かと一緒に出かけ
るようになった」と回答する割合が免許のあ
る層に比べて有意に高く（χ2検定、p=0.00）、
原発事故後、買物目的の交通に関して、自立
した活動が行いにくい状況にあることが確
認された。そこで、運転免許を保有しない層
のうち「誰かに買ってきてもらうことが増え
た」と回答したか否かを外的基準とした判別
分析を行い、食料品の買物に関して自立した
活動が行いにくくなった特性を明らかにす
る。回答者の居住地区から各スーパーマーケ
ット（市内に5店舗存在）までのアクセシビ
リティ（AC）を(4)式のように定義し、各店
舗までの直線距離を求め、指数関数としたと
き、その最大値を当該居住地区のACの指標値
とした。ここで、各回答者が「最もよく利用
している」スーパーマーケットについて、居
住地区から当該店舗までの距離（lij）を求め、
小さい順に相対度数（p）を求めたとき、距
離を指数関数とした exp(-λlij)について p と
の相関を求めたとき最も相関が高い λ = 0.59 
を距離減衰パラメータに用いた（r=-0.9967）。 

  ijlAC  expmax   (4) 
lij：居住地区 i からスーパーマーケット j の直線距離 
λ：距離減衰パラメータ 
 表8は、正準判別分析の結果表である。ア
ンケート調査では、老研式活動能力指標に基
づく「手段的ADL」の評価指標を踏まえ、「食
料品の買物に出かけること」「日用品の買物
に出かけること」「銀行・郵便局等でお金を



おろすこと」の3点について、回答者自身の
達成可能性を「ひとりで十分にできる」「ひ
とりで何とかできる」「誰かの助けがあれば
できる」「できないが困っていない」「できな
くて困っている」の5段階で回答してもらっ
た。身体機能得点は、これらの達成可能性に
ついて、自立して活動できている「ひとりで
十分にできる」「ひとりで何とかできる」を2
点、「誰かの助けがあればできる」は1点、「で
きないが困っていない」「できなくて困って
いる」を0点として換算し、合計0～6点の範
囲で数値化したものである。その結果、原発
事故前と比較して「誰かに買ってきてもらう
ことが増えた」と回答した属性（群1）は、
加齢や身体機能の低下のほか、送迎への依存
や避難生活の継続と関わる傾向が見られた。
またスーパーマーケットへのアクセシビリ
ティ（AC）が相対的に低い地域では「誰かに
買ってきてもらうことが増えた」と回答する
割合が高くなる傾向が覗われた。原発被災地
の復旧・復興期において、居住地から目的地
施設までの近接性が考慮されなければ、自立
した活動機会が保障されない可能性がある
ことに加え、それを端緒として身体機能が低
下することにより活動機会がさらに低下す
る悪循環につながることが示唆された。 
また、表7の分析では、市民が自ら外出す
ることで食料品を調達するシーンだけでは
なく、デリバリー型サービスを利用する可能
性についても考慮している。その結果、運転
免許のない層は、生協などの「宅配サービス
の利用が増えた」とする割合が高くなってお
り、買物による外出が困難な市民をサポート
する役割も担っていると考えられる。 
表 7 食料品の買物に関する活動機会の変化 

あり なし※
ひとりで出かけるようになった 19.6% 10.6% 0.00 **
誰かと一緒に出かけるようになった 13.0% 24.9% 0.00 **
宅配サービスの利用が増えた 6.6% 12.2% 0.00 **
買物に出かける頻度が増えた 15.5% 5.7% 0.00 **
買物に出かける頻度が減った 11.8% 27.8% 0.00 **
誰かに買ってきてもらうことが増えた 4.4% 26.1% 0.00 **
誰かに買ってきてもらうことが減った 1.2% 0.4% 0.43
コンビニエンスストアの利用が増えた 31.5% 22.0% 0.00 **
行きたい店に行けるようになった 5.4% 2.0% 0.03 *
行きたい店に行けなくなった 13.9% 27.3% 0.00 **
上記のなかでは特に変化していない 27.1% 16.7% 0.00 **

n= 1,224 245
※原付・二輪免許保有者を除く

**p<0.01，*p<0.05

自動車免許保有
p値項目

 
表 8 判別分析結果表 

アクセシビリティ（AC） 1.416 0.267
(3.62)+

身体機能得点 0.400 0.759
（0～6点） (34.78)**
送迎に頼るようになった -1.105 -0.521
（該当＝1，非該当＝0） (15.32)**
年齢 -0.480 -0.265
（65歳に対する割合を指数関数化） (3.54)+
避難生活の継続 -0.517 -0.185
（該当＝1，非該当＝0） (1.70)
定数項 -0.372

判別的中率 79.25%
相関比 0.342
各群の重心 群1 -1.177

群2 0.436
** p<0.01, * p<0.05, + p<0.10

変数
判別係数

(F値)
標準判別
係数
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